
   

平成 22 年７月 29 日  

各  位 
会 社 名  ム ラ キ 株 式 会 社 

代表者名  代表取締役社長 古屋 文男 

   （ＪＡＳＤＡＱ コード ７４７７） 

問合せ先  執行役員経理部長 上中 良典 

電話番号   ０４２－３５７－５６１０ 

 

子会社の事業譲渡及び固定資産の譲渡に関わる 

基本合意書の締結に関するお知らせ 

 

当社は、平成 22 年７月 29 日開催の取締役会において、連結子会社であるフォード山梨株式会社の  

フォード自動車関連事業譲渡について基本合意書の締結を決議いたしましたのでお知らせいたします。 
 

記 

 

１. 事業譲渡の理由 

当社の連結子会社であるフォード山梨株式会社は、平成元年より自動車の販売及び整備を事業内容

として山梨県に営業店を開設し現在に至っておりますが、近年業績低迷が続き、営業損益の回復が困

難な状況にあることから過年度より推し進めている不採算事業からの撤退という経営方針に沿って、

フォード山梨店の資産の売却を含めたフォード自動車関連事業譲渡を行うものであります。 

 

２. 譲渡資産の内容 

（１）譲渡資産の概要                  （単位：千円） 

資産の名称 帳簿価額 譲渡価額 現況 

機械及び装置 1,854 1,297  稼働中 

器具及び備品 994   695  稼働中 

棚 卸 資 産 3,161 未定 販売中 

合計 2,883 未定  

※棚卸資産は８月末日まで販売対象商品のため価額が変動するため未定としております。 

なお、譲渡負債はありません。 

（２）譲渡による損益           未定 

（３）決済方法              未定 

 

 

 

 



３. 譲渡する子会社の概要（平成 22 年７月 29 日現在） 

（１）商   号     フォード山梨株式会社 

（２）代 表 者     三橋 克己 

（３）本店所在地     東京都多摩市関戸２－24－27 

（４）設立年月日     平成１年４月 10 日 

（５）事業の内容     自動車の販売及び整備 

（６）決 算 期     ３月 31 日 

（７）従 業員 数     ６人 

（８）事 業 所     山梨県甲府市 

（９）資 本 金     50,000 千円 

（10）発行済株式総数   1,000 株 

（11）大株主構成     当社 100％ 

（12）直近事業年度における業績                （単位：百万円） 

     

 

     

     

 

 

 

 

４. 事業譲渡の相手先の概要（平成 22 年３月 31 日現在） 

（１）商   号     株式会社タカサワ 

（２）代 表 者     高澤 通泰 

（３）本店所在地     長野県長野市南千歳１－15－３ 

（４）設立年月日     昭和 51 年４月１日 

（５）事業の内容     石油製品の販売及び燃焼器具の販売 

（６）資 本 金     37,700 千円 

（７）純 資 産     1,276 百万円 

（８）総 資 産     5,201 百万円 

（９）大株主及び持株比率 高沢産業（株） 98.4% 

高澤通泰     0.3% 

高澤曜宏       0.3%  

（10）上場会社と当該会社の関係等 

資本関係    該当事項はありません 

人的関係    該当事項はありません 

取引関係    該当事項はありません 

関連当事者へ  該当事項はありません 

の該当状況   

決算期 平成 20 年３月 平成 21 年３月 平成 22 年３月

売上高 306 298 227

営業損失 36 10 3

経常損失 38 12 6

当期純損失 38 13 6

１株当り当期純損失（円） 38,782 13,106 6,565

１株当り配当金（円） － － － 

１株当り純資産（円） △ 175,632 △ 188,738 △ 195,303



 

 

５. 譲渡の日程 

平成 22 年７月 29 日   当社取締役会決議 

平成 22 年７月 29 日   事業譲渡契約書締結 

平成 22 年８月 31 日   譲渡価額の決定（予定） 

平成 22 年８月 31 日   固定資産及び事業譲渡期日（予定） 

※なお、本件事業譲渡は、会社法第 467 条第１項各号に該当しないため、株主総会決議は予定して

おりません。 

 

６. 会計処理の概要       未定 

 

７. 今後の見通し 

当該事業譲渡に伴う連結・単独業績への影響は、今後の交渉を踏まえ確定次第速やかに公表いた

します。 
 

以上  


